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日中間の留学生派遣
―日本における受け入れの現状と課題―
苑 金 星
はじめに
日中両国は一衣帯水の隣国で，悠久の友好的な歴史を持っている。両
国の文化交流は歴史的に見ると，隋唐時代にたどることができた。第二
次世界大戦後，中華人民共和国（新中国）の成立（１９４９年１０月）と日本は主
権を回復した（１９５２年４月）は，日中両国とも，自国の建設に力を注いだ。
その後，１９７２年の国交回復後，日中間で様々な交流が図られるようにな
り，そのうちの一つとして，留学生派遣が徐々に盛んになってきた。
留学生交流は各国の関係及びグローバルにあかれた社会の構築にとっ
て，極めて重要な意義を有しており，その重要は性下記の３点にまとめ
られる。
第一には，今日の国際社会が冷戦後の新たな平和的秩序を模索してい
る中で，各国の国民が相互に理解し信頼しあう関係を築くことがますま
す重要になっているが，留学を通して，異なった文化や社会を体験する
ことは，各国間の友好信頼関係を築く上で大きく貢献するものである。
第二には，次代の世界を担う若者の教育及び学門研究の発展は，豊か
な未来を創造するための全世界共通の課題であるが，留学生の交流は，
各国がその教育研究基盤を共有しあうことになり，世界的な教育研究の
発展を促進するものである。また，日本の高等教育機関にとって，多様
な文化的背景を有する優れた人材の受け入れは，その教育研究に刺激を
５９
与え，活性化と水準の向上を大いに促すものと期待される。さらに，留
学生の交流は，彼らを受け入れることによる地域社会の国際化や，雇用
機会の提供などによる企業の国際化・活性化にも大いに寄与するものと
考えられる。
第三には，開発途上国にとっては，将来の社会・経済の発展を支える
人材の養成が急務であり，特にアジアを中心とする諸外国から日本の協
力に対する期待が高まっているが，留学生の受け入れは，このような期
待に直接応えるものである
（１）
。
私は日本での留学経験を有しており，留学生活を通して，学術水準を
高めたほか，日本人および日本社会に対する理解をより一層深めること
ができた。従って，個人的に留学に対する重要性を十分認識している。
日中間の留学生派遣事業に関わっている私としては，自分の留学経験を
踏まえ，日本の留学生政策について研究し，日中両国の文化交流に微力
ながら貢献したい。特に，今年は山梨学院大学での研修を通して，日本
の大学における留学生に対するケアの具体的方法を体験した。このこと
は，「日本における留学生受け入れの現状と課題」の研究にとって絶好
の素材となった。この研究をとおして，留学生交流の現状，問題点を明
示し，改善策等を提案すると共に，研究成果を職に活用し，今後留学生
派遣事業を円滑的に遂行することは意義が深い。
本稿では，第一章で中国からの留学生受け入れの変遷について考察し
たい。第二章は，日本における中国人留学生の受け入れの現状の問題点
を明らかにする。第三章は，中国人留学生受け入れの問題点に対応する
日本政府の基本方針をまとめる。第四章は，中国人留学生と日本人学生
との壁をなくすために，留学生に対する教育，生活面での支援を提案す
る。
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一 中国からの留学生受け入れの変遷
日本から中国への留学生の歴史は隋唐時代に遡る。彼らは多くの文
明・文化を祖国へと持ち帰った。一方，中国から日本への留学は近代に
なってからのことである。その起源は１世紀以上前の１８９６年，当時の清
国政府による派遣だった。日本留学経験者は時として中国の近代史を推
し進める牽引役として，時として中日両国の確かな絆を築くための「架
け橋」役として尽力してきた。それから，日本留学はブームと衰退期を
何度も繰り返しながら，魯迅，秋瑾，周恩来，郭沫若といった大人物が
歴史に名を刻んでいく。
戦後の日本は，１９５２年に連合国から国家主権を回復して，工場建設や
大型機械の設置，多量の原料の輸入が盛んに行われるようになった。そ
れから，ガットへ加盟（１９５５年）など，本格的な経済復興の段階に入っ
て行った。特に池田内閣によって，強力な高度経済成長政策が進められ
た。その間に，東京オリンピックの開催（１９６４年），「三種の神器」の普
及，大阪での世界万博の開催（１９７０年）など，戦後短いうちに，戦争で
重傷を負った国家に活力がよみがえった。そして，７０年代になると，世
界有数の経済大国になった。
しかし，この間に日本が高めた実力は経済の領域のみに限られて，国
際政治や国際関係などについてはまだアメリカの後を追随していた。そ
のため，日本人は策を講じて日本を政治大国に位置づけようと努力し始
めた。教育の国際化は，目標を実現するひとつの措置になる。日本の留
学生受け入れ政策は，まさにこのような政治背景のもとで行われた。留
学生受け入れは，日本と外国の相互教育，研究水準の向上，相互理解や
友好促進などに重要な意義を有している。留学生は日本において学習・
研究の成果をあげ，かつ日本の社会・文化に対する理解を深めることが
求められていた
（２）
。
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１９７２年の日中国交回復以降，中国の留学生を受け入れるために，日本
は環境づくりに努めた。たとえば，日中政府の協力を得ながら，日本に
留学する中国の大学学部生・大学院生及び訪問予定の学者に一年間予備
教育を行う「赴日留学生予備校」が長春に設立された（１９７９年３月）。ま
た，文部省は東京外国語大学付属日本学校（東京）及び国際学友会（大阪）
の日本語学校，更には中国国内の四つの留学生予備校の卒業生に対して
日本への大学の入学資格を与える制度を設立した（１９７９年８月
（３）
）。
１９７０年代に始まった現代中国人の留学ブームは，１９７９年までは活発化
していなかったが，８０年代になって，再び大きな潮流となった。その背
景には中国の改革開放の影響が大きい。日本への渡航は「公派」（公費留
学）を原則とし，先進科学技術や企業管理を学び，その知識を中国の「現
代化」に注ぐことが留学の目的とされた。したがって，留学の主流は大
学や政府関係者などによって占められていた
（４）
。
中国は１９８１年，「自費留学生に関する暫時規定
（５）
」を策定することによっ
て，留学活動を中国全社会に向けて開放したが，日本が実際に大規模に
留学生を受け入れ，留学生体制の改善を始めたのは，中曽根政権が１９８３
年に「留学生受け入れ１０万人計画」を発表した後である。また，１９８４年
日本政府留学手続きの簡素化により，日本留学者数はさらに増加した。
１９８７年までに，在日留学生・就学生の人数は急に４万人近くになった
（６）
。
このような流れの延長に，２０世紀末に日本留学ブームが形成された。こ
の時の留学ブームは，規模が大きく，範囲が広く，日中両国の社会に深
く影響を与えた。
中国人留学生の人数は年々増え続け，１９８６年に日本での留学生全体に
占める中国人留学生の割合が２３．７％に達して，初めて韓国人と台湾人を
上回り，その後中国は在日留学生の人数が最も多い国になった。それ以
来，中国人留学生の割合はずっと第一位で，９０年代以降いつも４０％以上
である。中国人留学生の急増ぶりは，特に９０年代後半から目覚しく，
２００３年には対前年比で２１％の増加となった。日本で学ぶ留学生数は，
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２００３年に１０万人を超え，「留学生受け入れ１０万人計画」は達成された
（７）
。
その後も１８歳人口の減少に対応する必要もあり，日本の大学などは，そ
れまで以上に積極的に留学生を受け入れることになった。さらに，２００８
年２月に福田内閣総理大臣は日本を世界により開かれた国にするため，
日本への「留学生３０万人計画」を新たに打ち出した。
二 留学生の入国・就学手続きをめぐる課題
１．中国留学生に対する厳しいビザの審査
（１）「留学生」と「就学生」
一般的に，日本へ留学する中国人は訪問学者，公費研修生，公費留学
生と自費留学生に区分される。訪問学者，公費研修生及び公費留学生は
授業料，生活費がすべて国から支給され，経済的な困難に直面する恐れ
は少ない。一方，１９８３年の「留学生受け入れ１０万人計画」が発表されて
から，自費留学生は２０世紀末の日本留学ブームの主力になった。彼らの
留学の状況は公費留学生よりはるかに苦難に満ちている。
自費留学生は留学生と就学生の二つの身分で来日する。入管法の在留
資格でいうと，「留学生」とは短大以上の教育機関で研究を行い，また
は教育を受けるものとされる，（入管法第四条第一項第六号に相当するので，
これは「四－一－六」と略称される）。「就学生」とは「法務大臣がとくに在
留を認める者」のなかで専修学校またはこれに準ずる学校（各種学校等）
の生徒である（入管法施行規則第二条第三号に該当するので，同じく，「四－一－
一六－三」と略称している
（８）
）。就学生は日本語学校に入って日本語を勉強
し，それから日本の大学あるいは大学院に出願し，留学生に変わる。留
学生は大学の研究生あるいは聴講生として日本に来て，大学で関連授業
を受けた後，さらに大学あるいは大学院に出願する。
就学生と留学生は一字だけの違いだが，待遇には大きな差がある。例
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えば，就学生が日本語学校で習得した卒業証明書は中国での学歴として
認められないが，留学生の学歴はどこでも承認を得られる。現在中国で
の就職は学歴が一番重要である。実力があっても学歴がないといい仕事
に就けない。特に国家公務員と国家事業部門に入れないことである。す
なわち，日本語学校の卒業証書を持って，中国で仕事を探すときは何も
プラスにならない。
また，就学生は奨学金や援助を一切受けられないし，電車などの公共
交通を利用する時の定期券の学生割引も利用できない。これに対し，留
学生は奨学金と大学の学生寮を利用することができて，その他あらゆる
学生に対する特典を享受できる。
上述のような事情があるので，すでに一定の日本語基礎力がある人は
留学生身分で来日するのが最も理想的だが，問題は，最初に留学生とし
て受け入れてくれる指導教官を探さなければならないことである。日本
に親友等がいない場合は中国で指導教官を探さなければならない。この
留学方法は難度が高く，成功の可能性が低い。それゆえに，就学生身分
で日本へ留学する道を選ぶのがほとんどである。
（２）ビザ審査の難しさ
日本への留学希望の大幅な増加に伴い，１９８０年代の数年間の間に日本
語学校が乱立した。例えば，１９８８年には東京だけで約５００の日本語学校
があり，就学生の総数は３万にのぼると言われていた
（９）
。
就学生は日本へ来た時の借金を返済しなければならない。さらに授業
料と生活費を捻出しなければならない。その中には大学などに進学する
のではなく，日本で稼ぐことだけを目的とする者も多数含まれている。
それゆえに，後で述べる不法就労のような新たな社会問題が出てきた。
このような問題は，日本語学校に事実確認が難しい上，それぞれ就学
生の本当の目的がはっきり見分けられないため，法務省はビザの発給を
厳格に抑えることしかできなかった。そこで法務省は留学生，特に中国
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人就学生に対しての入国手続きを徐々に厳しくしていった。１９８８年３月
に法務省は「三・二九通達」を出し，学生の年齢，保証人の収入，出席
率，専門の一致性などを理由として，就学生に対してビザの更新あるい
は留学生ビザを更新する際，厳しい措置をとった。続いて，１９８８年１０月
に法務省は「一〇・五通達」出し，中国の就学生に身元保証人の保証が
なければならないことを要求する。そして，そしてまた，この身元保証
人に印鑑，印鑑証明，戸籍膳本などを追加で要求する。その後また，身
元保証人が就学生にどれぐらい生活費を支給するか明記された「誓約
書」の提出を義務づけた
（１０）
。
また，日本政府は日本語学校にいろいろな整備基準を設けた。例え
ば，１９８９年１月中旬には，法務省は２３校の日本語学校を「不適格校」と
して処分し，これらの学校に入学しようとする学生たちに入国ビザを交
付しないと決定した。文部省は急いで補正措置をとり，１９８８年１２月に
「日本語教育機構に関する運行基準」を発表し，日本語学校に対する審
査を始めた。さらに，１９８９年１２月に「日本語教育振興会」を設立し，日
本語学校を審査，認定するようになった
（１１）
。
いずれにしても，中国国内から日本へ留学及び就学申請するには，ま
ず初めに大学及び日本語学校からの入学許可を得る。そして，必要な書
類を揃えて「在留資格認定証明書」の交付を申請する。最後に，「在留
資格認定証明書」が交付されたとき，留学予定者は「在留資格認定証明
書」を持参し中国駐在日本領事館に赴き，ビザの審査を受けるのであ
る。
（３）アメリカの留学ビザ
ところで，日本への留学ビザは降りるのが難しいと言われているが，
ほかの国のビザ申請はどうなっているのか。ここでは日本以外の例を数
多く検討する余裕ないので，アメリカに限って触れておきたい。アメリ
カは，中国人にとって，留学希望先として最も人気のある国であるの
日中間の留学生派遣
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で，比較の対照として意味がある。以下はアメリカ留学の際のビザ申請
の流れである。
アメリカの留学ビザ申請の流れは，一見すると，日本の留学ビザ申請
より簡単である。大学の入学許可を得て，必要な書類を持って面接に
行ってビザ申請に行けばよい。実は，難しいのはここからである。
アメリカでは入学許可の方法・手続きはもっぱら各機関の裁量に委ね
られている。ふつう，各大学には入学許可に関する事務を専門に担当す
る職員がいて，学部・学科などの教授団の会議に提出する資料（外国人
入国管理法・移民法上の地位や，経済状態，基礎学力，語学力，社会的適応力等に
関するもの）を用意する役目を担っている。入学許可の決定は，教授団
がそれらの資料を定められた基準に照らして行うが，通常，入学許可に
関しては，（ａ）語学力，（ｂ）外国大学の成績証明書・記録の評価，
（ｃ）社会的・心理的適応力，（ｄ）「仮」入学許可
（１２）
，（ｅ）途上国開発
プロジェクトとの関係の五つの点が考慮されると言う。これらのうち最
も論議が多いのは語学力である。アメリカの大学では，留学生が入学後
すぐ授業に適応できるように，入学許可の条件として英語能力は試験
（TOEFL）の成績が５００－５５０点以上を要求するところが多い
（１３）
。
要するに，アメリカ留学は語学力に対しての要求が日本より難しいの
である。また，アメリカの場合は，ビザの審査は面接の形で行うのも留
学予定者にとって，日本よりかなり難しいである。面接問題だけが難し
いのではなく，ビザが降りるかどうか面接で決められるのも留学予定者
のプレッシャーになる。面接の結果で自分の運命が変わると思って，面
接するとき緊張で失敗する人が多い。
以上のように，アメリカのビザ審査も厳しいことが分かる。では，日
本とアメリカの場合では，どちらのビザ審査のほうが合理的と言えるだ
ろうか。
日本に留学及び就学する場合は，経費支弁者の経済力を始めとするい
ろいろな書類審査が厳しいのである。アメリカの場合はこれらのほかに
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日本よりもっと語学力の高さが重視されている。留学費用は日本とアメ
リカはどちらも高い。留学生は国から援助をもらうほか，自分でアルバ
イトしなければならない。アメリカへ行って，語学力があれば，すぐに
授業に適応して，全額奨学金を得る可能性も高い。そうすると，留学生
は生活にかかわる負担がなくて，全力的に勉強することができる。ま
た，アメリカはビザの審査を面接の形で行うため，面接官と留学予定者
は直接的な交流ができ，留学予定者の経済力，勉強の意欲などを判断し
やすい。こうして，優秀な留学生を受け入れて，国の教育研究に刺激を
与え，活性化と水準の向上ができる。
すなわち，語学力に対しての要求が厳しいという点で，アメリカの厳
しさの方が合理的だと考えられる。
２．大学に入ってからの悩み
留学生にとっては，留学先の人々と交流や日常の生活経験を通じて自
国とは異なる習慣や制度を学び，思考様式や価値観の違いを理解するな
ど広く相手の国の文化を吸収することに留学の最大の意義がある。しか
し，最初言葉の問題があって，交流しづらい，勉強しづらい，あるいは
生活しづらいというようなことになる。
（１）生活に関する悩み
①言葉の障害
留学生は大学一年生のときから日本人学生と同じ授業を受け，最初
授業の内容が分からなくて，大変勉強しづらい。さらに，生活すると
きの勘違いなども留学生を悩ませる。同じアジアの国でも生活習慣は
全く違って，日常生活やアルバイトの際，言葉の問題で日本人と様々
な誤解を生じる。
②生活費は高い
日本と中国の経済格差が大きいので，中国人の収入で日本の留学生
日中間の留学生派遣
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日本・アメリカ留学ビザ申請必要な書類比較表
国別 「在留資格認定証明書」交付申請に必
要な書類
ビザ申請に必要な書類
日本 １．在留資格認定証明書交付申請書
２．履歴書
３．経費支弁書
４．経費支弁書に添付する書類
① 経費支弁者の戸口薄（写）
② 親属関係証明書
③ 預金残高証明書（２０万元）
④ 預金通帳（写）など出入金の経
緯を明らかにする資料
⑤ 経費支弁者の在職証明書
⑥ 経費支弁者の収入証明書（過去
３年分）
⑦ その他，経費支弁者が日本にい
る場合には，特別な添付資料が必
要です。
５．高等学校及び最終出身学校の卒業
証書と成績証明書（原本）
６．合格者本人の戸口薄（写）
７．パスポートの写し
８．日本語能力を証明する資料
・日本語能力試験合格書。（原本），
J-TEST成績など。
・日本語教育機関が証明する資料。
１．「在留資格認定証明書」
２．パスポート
３．経費支弁者の在職証明書
４．経費支弁者の収入証明書
アメリカ 申請しない １．パスポート
２．入学許可証
３．ビザ申請料支払いレシート
４．カラー証明写真１枚（５×５㎝）
５．英文預金残高証明書（３０～４０万元）
６．英文の成績証明書
７．SEVIS 費支払い確認書
８．ビザの申請用紙
９．経費支弁者の在職証明書
１０．経費支弁者の収入証明書
１１．履歴書
１２．研究計画書
「山梨学院大学 中国現地入試 ２００９年度 入国／入学準備について（大学用）」とアメリカ
大使館ホーム・ページを参考に筆者が作成
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活を支えることは難しい。留学生は自分の働きで生活費と学費の不足
分を稼がなければならない。
③住居の問題
日本の大学の留学生ための宿舎の運営は大学によって違う。普通は
大学の寮と民間アパートである。利用できる期間もそれぞれである。
一年間しか利用できない場合は，二年生になったら，自分でアパート
を探さなければならない。そのときは，日本人の保証人が必要であ
る。留学生にとって，保証人を探すのもひとつの悩みである。
④卒業後の進路
４年間の大学生活を通じて，ようやく日本の生活に慣れ，日本人と
のコミュニケーションができるようになって，また卒業後の選択の悩
みに直面しなければならない。
（２）大学教育の悩み
①学習態度
新入生としての留学生は日本人と一緒に授業を受けるとき，言葉の
問題で結構悩んでいる。先生の言葉が速い，専門用語が多い，時々重
要なところを方言で言ったりするなどのため，授業の内容ははっきり
理解できない。したがって，一部分の留学生は勉強について興味がな
くなることがある。
また，上述のように，留学生は大量の時間をアルバイトに投入し
て，真面目な学生だったら，勉強とアルバイトを両立できるけれど
も，できない学生は大学の授業をサボったり，出ても寝たりすること
になる。
②キャンパスの様子
留学生は自分たちが大学での「特別扱いの対象」と思い，また，言
葉の問題と留学生活が忙しいことによって，あまり日本人学生と交流
しなくなる。キャンパスでいつも留学生ばかりで固まる風景が見られ
日中間の留学生派遣
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る。
３．留学生の不法就労問題
中央教育審議会が２００３年１２月１６日に発表した「新たな留学政策の展開
について（答申）」において，「留学生の中には，一部であるが，実際に
は大学などに通学せず，不法就労になるものがいる。」と指摘されてい
る。確かに，１９８３年の「留学生受け入れ１０万人計画」発表後，日本への
留学生が大幅に増加し，その頃から生活に困って，入国管理局の定めた
合法的就労時間を常に超えて働かなければならない自費留学生や就学生
が多くなった。
たとえば，１９９８年から２００３年の受け入れ留学生数の変化を見ると，
１９９８年には，５１，２９８人であり，２００３年までの５年間におよそ２倍という
急激な増加が見られる。増加した留学生のほとんどは私費留学生であ
り，そのうち約８割は中国からの留学生という状況である
（１４）
。
このことの背景には，先述したような，日本国の１８歳人口の減少等に
伴う日本の大学の積極的な留学生の受け入れ姿勢，入国在留審査におけ
る手続きの簡素化などの他，中国をはじめとするアジア諸国の著しい経
済成長に伴う大学への進学意欲の拡大などが要因として作用しているも
のと考えられる。
このような状況の中で，各大学においては，入学選抜，教育研究指
導，在籍管理などの受け入れ体制を十分に整えることなく，安易に留学
生を受け入れ，結果として学習意欲等に問題のある留学生を在学させる
ことになった。さらに，一部の留学生による不法就労の問題も表面化し
ている。
では，どのような就労が「不法」となるのか。入管法では「留学」ま
たは「就学」の在留資格を持つ留学生がアルバイトをしようとする場
合，管轄の入国管理局で「資格外活動許可」を得ることとしている。ま
た，できる仕事の範囲や時間数も限定されている。もし，資格外活動許
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可を得ないでアルバイトをしたり，やってはいけないとされる仕事をす
ると入管法に違反したことになる。
入管法第１９条によると，資格外活動許可を受けて働く場合，在留資格
や所属する課程によって許可される時間は異なる。在留資格が「留学」
の人については，週２８時間まで働くことができる（長期休暇期間内は１日
８時間まで働くことができる）。在留資格が「就学」の人については，１日
４時間・週２０時間まで働くことができる。専ら聴講による研究生又は聴
講生は１週間に１４時間まで働くことができる（長期休暇期間内は１日８時間
まで働くことができる）。
しかし，留学生・就学生にとってこの制限時間内のアルバイトで，生
活費と学費の両方を稼ぎ出すことは不可能である。例えば就学生の２年
間で考えると，家賃を含む生活費は節約して１５０万円（月６万円強），日本
語学校の学費が１４０万（来日前に納入する場合もあるが，そうでない場合もあ
る），大学進学用の学費準備として１００万円，合計約３９０～４００万円（毎月
１６～１７万円）が必要となる。これを８０時間のアルバイトで稼ぎ出すには，
時給２０００円以上のアルバイトを２年間ずっと安定的に継続しなければな
らない。これは，全く非現実的な想定である。
このような問題を解決するには，まず留学生・就学生に対する経済的
支援（奨学金，授業料免除，安い宿舎，通学学割などの整備）が不可欠だ。ま
た，アルバイトの紹介斡旋，及びアルバイト時間制限の緩和も重要であ
る。
三 留学生ケアの対応策
１．文部省の対策
（１）「今後の留学生政策の基本的方向について」
日本政府は留学生の受け入れについては，単なる人数を増加させると
日中間の留学生派遣
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いうのではなく，留学生ケアとしての対応策も推進している。留学生政
策懇談会が１９９７年に出した「今後の留学生政策の基本的方向について
（留学生政策懇談会 第一次報告）」を要約すると次のとおりである。
ａ）留学希望者の日本の高等教育機関へのアクセスの改善及び日本語
教育に配慮した留学生交流施策の推進
①留学情報の提供制度を充実する
留学フエア，インターネットの活用による海外の日本留学に興味
を持ってる学生に情報の提供を推進。
②大学と日本語学校との連携推進（日本語教育体制を充実するため）
留学希望者の募集・選考などの充実のため，大学だけでの日本語
教育体制整備だけではなく，日本語学校と連携して推進。
ｂ）高等教育機関（大学）におけるグローバルな視点に立った教育体
制の充実
①留学生に関するニーズに対応した魅力ある教育プログラムの推進
各大学は，単に受け身で留学生を受け入れるのではなく，多様な
ニーズに応える知的国際貢献観点から，各種の教育プログラムを推
進。
②留学生に対する教育，生活面の相談・支援体制の充実
留学生に教育・生活面の相談に細かく対応し，留学生に関するセ
ンター機能の整備，必要な支援を行う体制の整備。
③留学生担当教職員の配置の充実と専門性の向上
大学においては留学生担当教職員が配置され，事務職員について
も留学生の様々な相談に対応・海外の大学との交流の専門性の向上
を図る。
④留学生在籍管理の徹底
留学生の中には，不法に就労する者がいる。大学等においては，
勉強状況の良好でない者への指導の徹底，改善の見込みのない者に
対する退学等の処分の実施など，責任ある在籍管理が行われなけれ
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ばならない。
⑤外国の大学との単位互換や編入学の推進
留学生が外国の高等教育機関における学修の成果を生かすととも
に，各大学間の学生交流協定などによる外国の大学との単位交換な
どを推進。
ｃ）国・地方自治体・民間の協力による多様かつ効率的な方法での留
学生の生活支援
①留学生のニーズに応じた奨学金等の重点的充実
奨学金について，単に留学生を量的に確保するというのでなく，
優れた人材の確保や大学等における特色あるプログラムの奨励など
の観点から，重点化を図る必要がある。
ａ．国費留学制度による基幹的役割を果たす人材の日本への招聘
確保
ｂ．学習奨励費の支給予約等の私費留学生に対する支援の充実
ｃ．特別プログラムによる短期留学生の積極的受け入れ
ｄ．地方自治体・民間奨学団体の私費留学生のための奨学金の充
実と連携
②留学生ための宿舎の確保
留学生のための良質で低廉な宿舎の確保は，留学生受け入れのた
めの重要な基盤であり，国・地方自治体・民間がそれぞれの立場か
ら多様な方法で取り組まなければならない。
ａ．国立大学等の宿舎の整備
ｂ．地方自治体，学校法人，民間団体等による留学生宿舎建設の
促進
ｃ．企業の社員寮や公営宅の留学生へ提供等の推進
ｄ．大学などにおける民間の留学生宿舎の確保と情報提供・あっ
せんの充実
③留学生の日本人学生・地域住民・民間団体との交流活動の推進
日中間の留学生派遣
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留学生と日本人学生や地域住民，民間団体との交流活動は，留学
生及びその家族の生活に潤いを与え，日本の文化・社会への理解を
深めるい一方，日本人の国際的な視野を広げるような効果や，地域
社会の国際化への一助ともなる絶好の機会となり，相互に有益であ
るので，これを積極的に推進する必要がある。
ａ．大学などによる日本人学生いや地域社会への積極的な働きか
け
ｂ．学校教育や社会教育における国際交流活動への留学生の参加
ｃ．留学生支援のためのボランティア活動の奨励
ｄ．留学生のアルバイトのための環境整備等
④留学後のアフターケアの充実
留学生がその成果を十分に生かし，また，日本との密接な関係を
保ち続けることができるような留学後の支援が重要である。
ａ．留学後の日本における就職などの配慮
ｂ．帰国留学生に対するフォローアップの充実
（２）「新たな留学生政策の展開について」
上記の留学生政策懇談会第一次報告（１９９７年）の推進により，留学生
交流が以前より更なる拡大をしている傾向が顕在化した。従って，留学
生交流の拡大と質の向上に適合する新しい留学政策の制定が急務とな
る。このような背景の下で，中央教育審議会は２００２年１１月２８日に大学分
科会の下に留学生部会を設置し，新たな留学生政策の在り方について鋭
意検討を重ねてきた。
審議を通じて中央教育審議会は，留学生の数の拡大はそれ自体望まし
いとしながらも，安易に多くの留学生を入学させかねない大学で懸念さ
れる受け入れ体制，教育研究内容，学生等の質的低下などの問題につい
ても指摘し，必要な施策について意見を交わした。
中央教育審議会は，２００３年１０月，「中間報告」を公表し，各界各層か
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ら広く意見を求め，それらを踏まえつつ，更に審議を深めてきた。すな
わち，中央教育審議会は，中長期的な思索の方向性を見据えた上で，日
本への留学生数が少なくとも３万人程度増加することが見込まれる，今
後５年程度を目途に，できるだけ早期に実現すべき施策について結論を
得て，新たな留学生政策の展開についての答申を行った。
この答申は，改めて留学生交流の意義を強調した上で，新たな留学政
策の基本的方向と具体的な施策を定めた。以下は中央教育審議会が２００３
年１２月に出した「新たな留学生政策の展開について（答申）」を要約した
ものである。
ａ）留学生交流の意義（理念）
①諸外国との相互理解の増進と人的ネットワークの形成。
留学生交流は，グローバル化する経済・社会の中でますます重要
となる日本と諸外国との間の親密な人的ネットワークを形成すると
ともに，相互理解の増進や友好関係の深化を図る上で，非常に効果
的である。特に，日本から帰国した留学生は，様々な分野で相手国
と日本との架け橋として対日理解，友好関係の促進に貢献すること
が期待される貴重な人材である。
②国際的な視野を持った日本人学生の育成と開かれた活力ある社会
の実現
日本人海外留学は，外国語運用能力の向上をはじめ，国際社会の
一員としての日本に対する理解の深化，異なる文化に柔軟に対応で
きる能力を備えることを可能とするものである。さらに，外国の大
学等において，国際的な競争環境の中で切磋琢磨し，学習や研究に
打ち込むことは，真に国際的に通用するリーダーとなる日本人の育
成につながるものである。また，留学後引き続き日本において就職
した留学生が活躍することなどにより，国際的に開かれた活力ある
社会の実現が期待される。
③日本の大学などの国際化，国際競争力の強化
日中間の留学生派遣
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留学生自身の活力や異文化との交流，国際的な競争環境の形成等
を通じて，大学等の教育研究の国際的な通用性・共通性の向上と国
際競争力の強化を促成するものである。
④国際社会に対する知的国際貢献
外国人留学生の受け入れは，諸外国の人材を日本において育成す
ることを通じた知的国際貢献である。
ｂ）新たな留学政策の基本的方向
①留学生の受け入れ・派遣の両面で一層の交流の推進
留学生の受け入れが１０万人を超えている状況を踏まえ，今後の留
学生交流の推進においては，国のみらず各大学等がより主体的な役
割を果たし，各大学等の特色を発揮した形で優秀な留学生の受け入
れ，日本人学生の派遣に努めるべきである。
②留学生交流の推進は，各大学等がより主体的な役割を果たすこと
を基本
留学生の受け入れに関しては，日本の大学等が日本人学生にとっ
ても留学生にとっても魅力あるものであることが不可欠の条件であ
る。そのため，各大学等において教育研究内容の国際的な通用性・
共通性の向上と国際競争力の強化，留学生交流の実施体制の充実を
図ることが必要である。
③日本人の海外留学への支援
現在日本人学生の海外留学に対する国の支援は限られたものしか
ない。日本の国際競争力の強化やグローバル化した社会で活躍でき
る人材を育成するという観点から，より多くの日本人学生が短期留
学や学位取得を目指して海外留学を経験することが望ましく，国と
して，それを推進する必要がある。
④留学生の質の確保と受け入れ体制の充実
留学生受け入れ体制の充実については，各大学等において主体的
に責任を持って取り組むべき課題であるが，特に学生数の確保とい
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う観点からのみ安易に留学生を受け入れることは，厳に慎むべきで
ある。
⑤日本学生支援機構設立等による留学生や大学等に対する支援体制
の強化
留学生に対する各種の支援業務は，今後，日本学生支援機構を中
核として総合的に実施する体制が確立されることになり，留学生に
対するきめ細かやで充実した支援が行われることが期待される。
ｃ）具体的な施策の展開
①大学等における受け入れ体制の質的充実と国際競争力の強化
ａ．教育機関としての明確な留学生受け入れ・派遣方針の策定と
学内体制の確立
ｂ．国際的に魅力ある教育研究の実施と留学生に配慮した教育プ
ログラムの拡大
ｃ．安易に留学生を入学させることなく，留学目的を確認し，学
力を適切に判定
ｄ．成績不良に対する指導の徹底など責任ある在籍管理
ｅ．各大学の留学生の受け入れ体制等に関する第三者評価の実施
②多様な教育，研究に対するニーズに応じた海外留学の支援
ａ．海外留学に関する情報提供・相談機能の充実
ｂ．世界の最先端の教育研究活動を行っている海外大学における
学位取得も可能な長期留学制度を創設
ｃ．貸与制の奨学金の活用による支援
ｄ．日本人学生の派遣に対する支援を充実するなど，短期留学を
一層推進
③体系的な留学生受け入れ支援制の充実
ａ．留学生の質の重視
・ 海外の教育機関や留学あっせん機関等に関する情報の収
集・提供
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・ 関係省庁間の連携・協力体制の強化
ｂ．日本学生支援機構を中核とした留学生支援体制の充実・強化
・ 留学生への奨学金支給，留学生宿舎での国際交流事業，各
種研修の実施
・ 海外における日本留学に関する情報提供・相談拠点の充実
ｃ．日本留学試験の内容改善と渡日前入学許可の推進
・ 海外における試験実施の拡充と普及
・ 英語を試験科目とすることなどの検討
ｄ．国費外国人留学生制度の充実
・ 留学生数全体に対し一定割合を確保
・ 大使館推薦・大学推薦・国内採用の割合の見直し
・ 成績不良等の場合の奨学金の打ち切り
ｅ．私費留学生に対する支援制度について，改善・充実
・ 学習奨励費の充実と日本留学試験の一層の活用
・ 授業料減免学校法人援助制度の改善
④高校生留学の推進
ａ．受け入れ・派遣とも交流の人数を拡充
ｂ．派遣に関しては，アジアを含めた多様な国への留学を促進
ｃ．受け入れに関しては，受け入れの学校・ホームステイ先を拡
充
ｄ．教員について海外の生活体験の機会を増大
２．山梨学院大学の場合
（１）対策の概要
私は２００８年２月から天津社会科学院の留学センターで仕事をしてお
り，主に教務と留学手続きに関する仕事を遂行している。今回，山梨学
院大学から貴重な研究チャンスを頂き，日本の私立大学として，山梨学
院大学では，どんな留学ケアが行われているのかを考察することができ
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た。山梨学院大学の「平成２１年度 留学生統計表」によると，在学して
いる中国人の留学生（学部生及び大学院生）は２９７名であり，留学生の全体
の９０％を占めている。近年，日本政府の留学生ケアの対応策に応えて，
山梨学院大学は積極的に以下のような留学生ケアを遂行している。
ａ）留学生に対する生活面の相談・支援
①宿舎
１年生と２年生の留学生に宿舎を提供している。大学の宿舎が足
りないときに民間のアパートを紹介する。大学が民間のアパートに
入居している留学生に毎月２万円援助している。
②奨学金
ａ．学費の減免
毎年留学生全員を対象として学費の４０％を減免する。（欠席の
多い学生，取得単位の極めて少ない学生は失格）
ｂ．大学からの奨学金
優秀な留学生（２０人）は，２年目から毎月１万円，年間１２万
円の奨学金をもらえる。毎年ごとに申請する必要がある。
ｃ．日本学生支援機構からの奨学金
今年は大学の推薦で約７０人の留学生が毎月４８，０００円の奨学金
をもらっている。この奨学金も毎年ごとに申請する必要があ
る。
③在留手続きなどの代理申請
留学生の時間面と経済面に配慮して，大学は留学生全員の在留資
格認定申請・再入国許可申請・資格外活動許可申請・在留資格認定
申請（２年後の再申請）を代行している。
④就職の支援
就職・キャリアセンターは，山梨学院大学に入学したすべての学
生が充実した学生生活を送ることができるように，そして卒業に際
して，自己実現できる進路選択ができるように，様々な支援活動を
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⑤その他
事件・事故の対応，悩み，アルバイトなどの相談を受けている。
ｂ）留学生に対する教育方法
①留学生を対象とした，日本語特講・日本事情・日本語力・日本語
資格などのカリキュラムが充実している。
②留学生の日本語能力向上のため，新入生研修という科目では留学
生と日本人学生とが同じクラスで学んでいる。
（２）留学生の受け止め方
上述のように，大学としては留学生の生活や学修を支える努力を行っ
ているが，このことを当事者である留学生は実際にどのように感じてい
るのか？それを把握する試みとして，山梨学院大学の留学生を対象にア
ンケートを実施してみた。中国人留学生の新入生を対象に，２００９年７月
２８日にアンケートを配布し，７月３０日に回収したところ，６４人から回答
を得た。その結果は次の表のとおりである。
Ｑ１．宿舎の支援について
ａ．とても満足 ｂ．やや満足 ｃ．普通 ｄ．満足していない
ａ b ｃ ｄ
人数 ２５ １６ ２０ ３
割合 ３９％ ２５％ ３１％ ５％
Ｑ２．奨学金の支援について
ａ．とても満足 ｂ．やや満足 ｃ．普通 ｄ．満足していない
ａ b ｃ ｄ
人数 ２１ ２０ １７ ６
割合 ３３％ ３１％ ２７％ ９％
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Ｑ３．在留手続きなどの代理申請の応援について
ａ．とても満足 ｂ．やや満足 ｃ．普通 ｄ．満足していない
ａ b ｃ ｄ
人数 ３７ １８ ７ ２
割合 ５８％ ２８％ １１％ ３％
Ｑ４．就職の支援について
ａ．とても満足 ｂ．やや満足 ｃ．普通 ｄ．満足していない
ａ b ｃ ｄ
人数 １０ １１ ３５ ８
割合 １６％ １７％ ５５％ １３％
Ｑ５．事件事故の対応，悩み，アルバイトなどの相談について
ａ．とても満足 ｂ．やや満足 ｃ．普通 ｄ．満足していない
ａ b ｃ ｄ
人数 １３ １５ ２６ １０
割合 ２０％ ２３％ ４１％ １６％
Ｑ６．日本語のカリキュラムの充実さについて
ａ．とても満足 ｂ．やや満足 ｃ．普通 ｄ．満足していない
ａ b ｃ ｄ
人数 １４ ２５ ２１ ４
割合 ２２％ ３９％ ３３％ ６％
Ｑ７．新入生研修のクラス分配について
ａ．とても満足 ｂ．やや満足 ｃ．普通 ｄ．満足していない
ａ ｂ ｃ ｄ
人数 ２７ ２２ １２ ３
割合 ４２％ ３４％ １９％ ５％
以上のデータから，留学生ケアについて，全体としての満足度が必ず
しも高くないことが読み取れる。特に文化・人間関係に対する「Ｑ５」
の不満足度が高い。事件事故の対応，悩み，アルバイトなどの相談につ
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いて相対的に不満足度が高い原因はおそらく日本人と中国人の間に「見
えない壁」があるではないだろうか。
四 文化・人間関係の摩擦に対する対策の提案
中国人留学生が日本で安心して学ぶためには，まず中国人留学生と日
本人学生及び日本人との文化・人間関係の摩擦からできた「見えない
壁」をなくすことである。
留学生が日本で生活していくうえでの障害はさまざまなものがある
が，留学生にとって最も重要な問題は，日本人との人間関係である。
日本人が親切という評価は多くの留学生に共通している。日本人は外
国人を特別扱いしがちであり，来日して間もない頃に日本人の厚情に感
銘を受ける留学生は少なくない。しかし日本での生活が長くなり，日本
人とのより深い交流を求めるようになる外国人に対する「見えない壁」
が存在する。この「見えない壁」はやはり異なる習慣・異なる考え方・
異なる人間関係から形成される。
日中両国の異なる人間関係は以下の事例を見れば，なぜこの「見えな
い壁」が存在するのかが分かるだろう。
＜事例＞
【チョウ・セイという東京在住の中国人留学生（２４歳）が「マナーよ
り本音を」と題する投書を新聞（２００９年１月２６日付の東京新聞の投書欄）に
投稿した。その内容は「日本人は知らない人同士でも，あいさつをする
のが普通です。中国では，知らない人とはあいさつはしませんが，仲が
良い隣の人に会うと，あいさつだけではなく，いろいろな話もします
（１５）
。」
というものである。これを見た前在中国日本大使館広報文化センター所
長の井出敬二氏は，チョウ・セイさんの指摘について，次のように推測
した。】
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（図１） 中国人の人間関係
（図２） 日本人の人間関係
チョウ・セイさんにとって，人間関係とは，「①親しい友人・知人」
か「②全く知らない，あいさつもしない他人」かのどちらかしかないの
かな，という感じを受けました（図１）。しかし，日本ではその中間に「③
親しい友人・知人ではないけれど，あいさつを交わす他人」というグ
ループ，カテゴリーが存在するのだと思います（図２）。
おそらく，中国においては，①と②が隔絶され，その境界がはっきり
しているのに対して，日本では①，③，②が連続的につながっていて，
その間の敷居が低いという感じがします。中国人にとっては，「何度も
会っているのに，友達ではない付き合い方というのは居心地が悪い」
「何度も会っていれば，友達付き合いするようになるべきだ」という考
え方があるのかな，と思います。しかし，日本では，何度も会って，何
年も付き合っているけれども，友達ではない人（③のカテゴリー）という
のは沢山います。
日中間で，もしこのような違いがあるとすれば，その違いがでてきた
背景は，中国人が生きている社会環境と，日本人が生きている社会環境
が異なるからだと思います
（１６）
。
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チョウ・セイさんの指摘と井出氏の推測の通り，日本と中国の人間関
係について，確かに違いがある。
中国でも日本でも，田舎であれば，小さな地域（村）で皆が顔を知っ
て，普通にあいさつをしている。都市化が進んでいくと共に，特に中国
の都会の人口の密度が高くなって，ほとんどの人はマンションに移っ
て，住んでいる。自分の生活が忙しくて，そもそも近くに住んでいる人
としかあいさつしなくなった。また，中国は厳しい社会環境で，人々は
本当に多様で，警戒心が強くて，普通は知らない人とあいさつしない。
これに対して島国の日本は中国に比べれば人々の間で同質性が高く，環
境が安全という原因で井出敬二さんの推測の③のカテゴリーが存在して
るかもしれない。そうすると違う社会環境から生まれた考え方，価値観
よって，日本は外国人に対する「見えない壁」が形成された。
従って，日本人はいつまでたっても外国人は「ウチ」の人にはなりえ
ない。「外人」と呼び，自分たちの仲間として外国人を受け入れようと
はせず，いつまでも客人扱いが続くことが多い。また，外国人に対する
偏見や差別にプライドを傷つけられる留学生も少なくない。しかし，留
学の意義を振り返ってみると，留学の目的さえ明確にすればどんな大き
な「壁」も乗り越えることができる。この「見えない壁」をなくすため
に，まずいろいろな習慣の背景を理解すること，そして自分と異なる習
慣に対しても寛容になるということが重要である。私の日本留学経験か
らすると，人なつこく，陽気で積極的な留学生の方が日本人との人間関
係がうまくいく。日本人の側から近づこうという気持が弱いため，先方
から人なつこくされると，日本人もそれにこたえて次第に親密になる。
中国人留学生は中国人と付き合う時には中国風の習慣にしたがって，ま
た日本人と付き合う時には日本風の習慣に従ってやって行けば，日本人
との人間関係が良好になる。
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五 おわりに
本稿では日本における中国人留学生の受け入れの現状の問題点，中国
人留学生受け入れの問題点に対応する日本政府の基本方針，天津社会科
学院の姉妹校の山梨学院大学の積極的な留学生ケア活動を考察してき
た。以下は今回の考察のまとめである。
戦後，奇跡的な経済復興をとげた日本は，その後依然として技術・知
識を西欧に求め，自国の経済発展に力を注いだ。さらに教育の国際化を
求め，１９８３年中曾根首相は「留学生受け入れ１０万人計画」を打ち出し
た。それから，中国をはじめとする発展途上国からの留学生が急増し
た。経済の格差，入国在留審査における諸手続，各大学等における入学
者選抜・教育研究指導・在籍管理などの受け入れ体制の不十分，安易に
留学生を受け入れ，結果として不法就労などの中国人留学生を受け入れ
の問題が沢山出てきた。
このため日本政府及び各大学は留学生の受け入れについて，留学生ケ
アとして対応策を推進し始めた。
しかし，日本政府の留学生ケアとしての対応の基本方針の推進は留学
生の受け入れ問題に大変役立ったけれども，留学生受け入れ数を拡大し
て行く・中国人留学生が日本で安心して学ぶために，まず中国人留学生
と日本人学生及び日本人との「見えない壁」をなくすことである。
今回の考察により，留学生に対する教育，生活面での応援についての
提案をしたい。
１．中国人留学生に対する教育
（１）留学を成功させる条件
①留学の目的明確
②語学力（日本語能力試験１級を目指す）
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③経済力がある
④異文化理解
中国側で以上の４つの条件を留学生派遣の前提として，留学希望者
にしっかり教えなければならない。入学してから日本の大学も，引き
続いて教育する必要がある。
（２）友好関係になる条件
発展途上国の中国人留学生にとって日本留学の一番の魅力は，戦後の
驚異的な経済成長を可能にした世界最高レベルの技術と知識を学ぶこと
のできる環境である。留学生たちは日本で，電子工学から日本文学，医
学から国際経営学まで，あらゆる分野についての知識を習得し，あるい
は研究を行うことができる。だから，中国人留学生は自分の目的をしっ
かり自覚して，日本人が自分たちに「特別扱い」，「偏見」を持っている
ことなどばかり考えるのではない，できるだけ日本人の考え方を理解す
るよう，積極的に日本人学生と交流する必要がある。例えば，積極的に
学校のイベントに参加すること，分からない日本の習慣について気軽に
聞くこと，言葉の誤解を生じないようによく確認すること。中国人で
あっても，日本人であっても，同じ在学する大学の学生というふうに考
えてみたら，気軽に話して，関係が自然によくなる。
２．学習と生活面での支援
日本の大学は，日本人学生に日本政府の留学生受け入れ政策を理解さ
せる必要がある。そのことによって，日本人学生は，なぜ自分たちが
通っている大学に中国人留学生が多いのか，また日本の大学の国際化が
どのように進んでいるのかが理解できる。
そして，国籍に拘ることなく，中国人留学生も自分たちと一緒，同じ
国際的な大学で勉強して，同じ大学の学生である考え方を持って，中国
人留学生と交流するとき，自分の知識と経験を利用して，自然に中国人
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留学生の学習と生活面での応援になる。
今まで中国人留学生と日本人の関係は複雑な国際政治に影響されてい
る。両国の文化的・文明的特徴を熟知，相互の情報を機能的にうまく伝
達し合う「モデム」的に存在している留学生は，以上述べたように留学
の意義と目的を明確して，心を開いて，より深く相互理解を求めるため
に，日本人学生及び日本人と一緒に頑張れば両国の友好関係はより一層
深くなるであろう。
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